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2020年農林業センサス結果概要 

１ 農林業経営体 

福知山市における農林業経営体数(令和2年2月1日現在)は、1,582経営体で、5年前に比べ

620経営体（28.2％）減少した。  

このうち、農業経営体は 1,547 経営体、林業経営体は 67 経営体となり、５年前に比べそれぞ

れ 592 経営体（27.7％）、114 経営体(63.0％）減少した。 

 

図１ 農林業経営体 

 

 

表 1 農林業経営体数 

 
 

※農業経営体と林業経営体の合計は重複する経営体もあるため一致しない 
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区分 農林業経営体 農業経営体 林業経営体

平成17年 3,342 3,206 396
平成22年 2,737 2,616 306
平成27年 2,202 2,139 181
令和2年 1,582 1,547 67

増減率(％)
　平成22年/17年 △ 18.1 △ 18.4 △ 22.7

平成27年/22年 △ 19.5 △ 18.2 △ 40.8
令和2年/平成27年 △ 28.2 △ 27.7 △ 63.0

            単位：経営体
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２ 農業経営体  

(1) 農業経営体数  

農業経営体のうち、個人経営体は 1,467 経営体で、５年前に比べ 598 経営体（29.0％）減

少した一方、団体経営体は 80 経営体で 6経営体（8.1％）増加した。 

 

表 2 農業経営体数 

 
 

団体経営体のうち、法人経営数は37経営体で、５年前に比べ5経営体増加した。この結果、

団体経営体に占める法人経営体の割合は46.3％となった。  

また、法人経営体の内訳をみると、会社法人は 23 経営体で、５年前に比べ 10 経営体

（76.9％）増加した一方、農事組合法人は 9経営体で 6経営体（40％）減少した。 

 

図２ 法人化している農業経営体数 

 

注：四捨五入のため、計の内訳の積み上げが一致しない場合がある（以下、同じ）。 

単位：経営体

法人経営体
平成17年 3,206 3,153 53 14
平成22年 2,616 2,545 71 23
平成27年 2,139 2,065 74 32
令和2年 1,547 1,467 80 37

増減率(％)
平成22年/17年 △ 18.4 △ 19.3 34.0 64.3
平成27年/22年 △ 18.2 △ 18.9 4.2 39.1

令和2年/平成27年 △ 27.7 △ 29.0 8.1 15.6
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(2) 経営耕地面積規模別の農業経営体数  

経営耕地面積規模別に農業経営体数の構成割合をみると、１ha 未満が 73.2％、1～2ha が

17.4％、2～3ha が 3.3％、3～5ha が 2.7％、5ha 以上が 3.4％となった。 

図３ 経営耕地面積規模別農業経営体数の構成割合 

 

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ３ha 以上層で農業経

営体数が増加した。 

 

図４ 経営耕地面積規模別農業経営体数の増減率 

 

注：１ha 未満には経営耕地面積なしを含む。 
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(3) 経営耕地面積の集積割合  

農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積の集積割合をみると、10ha 以上の農業経営

体が 22.9％を占め、５年前に比べ 7.7 ポイント上昇した。 

図５ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積集積割合 

 

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は 1.2ha で、５年前に比べ 20％

増加した。 

 

図６ １農業経営体当たり経営耕地面積の状況 

 

注： 数値は経営耕地面積に占める借入耕地面積の割合である。 
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(4) 農産物販売金額規模別の農業経営体数  

農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 50～100 万、300～

500 万、500～1000 万、5,000 万～1億円層の農業経営体数が増加した。農業経営体数をみる

と、1000 万円以上の経営体が 23 経営体となり、5年前と比べて 3経営体減少した。 

図７ 農産物販売金額規模別農業経営体数の増減率 

 
 

(5) 農産物販売金額１位の部門別農業経営体数  

農産物販売金額１位の部門別に農業経営体数の構成割合をみると、稲作が81.5％となり、５

年前に比べて1.8ポイント下降した。また、露地野菜、施設野菜がそれぞれ５年前に比べ1.1

ポイント、0.9ポイント上昇した。  

図８ 農産物販売金額１位の部門別農業経営体数の構成割合
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 (6) 農産物販売金額１位の出荷先別にみた農業経営体数  

農産物販売金額１位の出荷先別に農業経営体数の構成割合をみると、農協が62.6％となり、

次いで消費者に直接販売が16.4％、農協以外の集出荷団体が6.9％となった。  

また、５年前に比べ農協が3.9ポイント下降し、小売業者が2.5ポイント、消費者に直接販売

が2.1ポイント、卸売市場が0.7ポイント、農協以外の集出荷団体が0.1ポイント、食品製造業

外食産業が0.1ポイント上昇した。  

 

図９ 農産物販売金額１位の出荷先別農業経営体数の構成割合 

 
 

(7) 青色申告を行っている農業経営体数  

青色申告を行っている農業経営体数は270経営体で、農業経営体に占める割合は、17.5％と

なった。このうち、正規の簿記を行っている農業経営体数は121経営体で、農業経営体に占め

る割合は7.8％となった。  

表３ 青色申告を行っている農業経営体数 
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(8) データを活用した農業を行っている農業経営体数  

データを活用した農業を行っている農業経営体数は148経営体で、農業経営体に占める割合

は9.6％となった。  

また、団体経営体についてみると、データを活用した農業を行っている経営体数は22営体

で、団体経営体に占める割合は27.5％となった。  

表４ データを活用した農業を行っている農業経営体数 
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(9) 主副業別農業経営体数（個人経営体）  

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は105経営体で５年前に比べて

3経営体の増加、準主業経営体は200経営体で134経営体の減少、副業的経営体は1162経営体で

464経営体の減少となった。  

この結果、個人経営体に占める割合は、主業経営体が7.2％、準主業経営体が13.6％、副業的

経営体が79.2％となった。  

図 10 主副業別農業経営体数（個人経営体） 

 
主業経営体：農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世

帯員がいる農家。  

準主業経営体：農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の

世帯員がいる農家。  

副業的経営体：調査期日前１年間に自営農業に 60 日以上従事している 65 歳未満の世帯員がいない農家（主業農家及び準主業農家以外

の農家）。 
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(10) 基幹的農業従事者数（個人経営体）  

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（主に自営農業に従事した世帯員）は1,533

人で、５年前に比べて378人（19.8％）減少した。  

個人経営体の基幹的農業従事者のうち65歳以上が占める割合は88.4％となり、５年前に比べ1

ポイント上昇した。 

図 11 年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体）の構成 

 
 

年齢階層別に基幹的農業従事者数の推移をみると、５年前と比べ、30～34 歳、45～49 歳の階

層を除いた階層において減少した。 

図 12 年齢階層別基幹的農業従事者数（個人経営体）の推移 
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３ 林業経営体  

(1) 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合  

保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、５ha未満が32.8％、次いで5～10ha

が23.9％、10～20haが16.4％となった。  

この結果、５年前に比べ5ha未満と、50～100haの構成割合が高くなった。  

図 13 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合 
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